
  

鉄筋コンクリート造部材の火害等級判定フロー 

（日本建築学会編「建物の火害診断および補修・補強方法 指針・同解説」より抜粋） 

 

 

火災発生 

予備調査 （情報収集） 

Ⅰ級 

一次調査 （目視を主とする調査） 

無被害 

仕上げ部分の 
みの被害 

Ⅱ級 

二次調査 （方法は解説表 

3.1.3 を参考に選択する） 

表層に限定される

鉄筋位置に到達

かぶり部分に 

被害がある 

被害が主筋との付着に 
支障がある程大きい 

Ⅴ級 Ⅲ級 Ⅳ級 

構造耐力上、甚大 
な被害がある 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

Yes 

No 

Yes 

Yes 

No （部材の 

火害等級） 

主筋座屈など 
実質的な被害が 

Yes 明確である 

No 

 概観調査 

被災度Ｃか？ Yes 

No 

調査中止 



  

鉄骨造部材の火害等級判定フロー 

（日本建築学会編「建物の火害診断および補修・補強方法 指針・同解説」より抜粋） 

 

 

 

 

火災発生 

予備調査（情報収集） 

被災度 C 判定表より 

被災度 C である。 

Yes 

材料の機械的

性質が元の材

料の規格から

外れている。 

 

Yes 

No 

No 

No 
鋼材塗装や耐火被覆に 

損傷が見られる。 

 

Ⅰ級 Ⅱ級 Ⅲ級 Ⅳ級 Ⅴ級 

Yes 

仕上げ材料に、火炎が

貫通する損傷あり。 

 

Yes 

※1 受熱温度を推定できる状況の例は下記の通り。 

 ・鋼材表面に煤がついている→300℃以下     ・煤が焼失している→500℃以上 

 ・亜鉛の融点（デッキプレートのめっき）→420℃ ・防錆塗料が白亜化している→350℃以上 

 ・アルミニウム自重で変形→400℃以上  ・アルミニウム溶融→650℃以上 

 ・銅の溶融→1000～1100℃ 

※2 500℃という数字は、非調質鋼に限定する。調質鋼は「350℃」または「焼戻し温度－50℃」に置き換える。 

※3 許容変形量(1)：柱の倒れ H/700、梁のたわみ L/250などを目安とする。(H:階高、L:スパン長) 

※4 許容変形量(2)：柱の倒れ H/200、梁のたわみ L/250などを目安とする。(H:階高、L:スパン長) 

No 

No 

目視でわかる明らかな残留

変形や柱の倒れが見られる。 

 

Yes 

Yes 

No 

【一次調査】 

【二次調査】 

Yes 

No 

推定受熱温度 

300℃以上※1 

許容変形量(1)※3

以上の変形が 

ある。 

 

許容変形量(1)※3

以上の変形が 

ある。 

Yes 

Yes 

No 

No 

推定受熱温度 

500℃以上※1※2 

調査中止 

（部材の 

火害等級） 

許容変形量(2)※4

以上の変形が 
ある。 

 

推定受熱温度 

720℃以上※1 
Yes 

No 

No 

Yes 


